

































































究するが，第lに， 1996年1月成立の第1次橋本(自民・社・さ連立)政権， 96 
年1月成立の第2次橋本(自民)政権による 6大「改革」路線と列島「グラン
ドデザインJ( I五全総J)について，第2には， 98年7月成立の第1次小測政




































































































































































国・地方長期債務(A) GDP(B) A/B (%) 
1 995 410 5 0 2.0 81.7 
1 996 449 5 1 5.2 87. 2 
1 997 492 5 2 O.2 9 4.6 
1 998 553 5 1 4.5 1 0 7 . 5 
1 999 608 5 1 3.7 1 1 8.4 
Aは『労働運動臨時増刊号J(2001年12月号)158図表，
Bは『日本の統計J(2001年版)より引用
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表 2-2 国・地方の長期債務残高の推移 (兆円)
建設国債 赤字国債 国鉄・林野 国・借入金等 重複分 地方借金 合計
1 995年 156 6 7 7 2 1 2 125 410 
1 996 168 7 7 8 0 1 4 139 
1 997 175 8 3 9 9 1 5 150 492 
1 998 187 9 6 1 2 113 1 8 163 553 
199 9 197 122 1 5 116 2 2 179 608 















表2-3 公共投資の対GDP比の国際比較 (%) 
日本 フランス ドイツ アメリカ イギリス
1 9 9 5 6. 5 3. 2 2. 4 1.8 1. 7 
1 996 6.2 3. 1 2.2 1. 7 1.4 
1 997 5.7 2.8 2.0 1. 9 
『労働運動臨時増刊号J(2001年12月号)160図表より作成




199 0 6 9.0 31.0 
199 1 6 8.9 31. 1 
1 992 6 6.7 3 3. 3 
1 993 65. 2 3 4. 8 
199 4 6 5. 8 3 4. 2 
自治大臣官房地域投資室編『行政投資J(1997年)


























1 9 9 0年 161， 974 3 6 7 ，9 3 7 
1 991 1 7 0， 2 8 6 4 0 3， 3 6 2 
1 992 1 8 0， 7 6 6 4 6 3， 3 7 3 
1 993 1 8 8， 3 1 6 511， 270 
1 994 1 9 4， 7 6 6 4 7 8， 287 
1 9 9 5 2 0 7 ，9 0 1 5 0 8， 9 4 4 
1 9 9 6 2 1 3， 3 0 4 4 9 1， 2 6 7 
1 997 2 17， 5 3 3 4 5 8， 3 7 9 









国 8~包 5 ， 477í意円 9兆6，767億円
地方自治体 1 3兆4，405億円
} 3 7兆5，846億円公団その他

































































































































































































































































~ 国債残高A対GDP比率 国民医療費B対GDP比率 老人医療費C C/B (兆円) (%) (兆円) (%) (兆円) (%) 
1 9 9 6年 245 1 1 6.9 2 8.5 7. 3 9. 7 3 4.1 
1 999 332 1 2 5.0 3 O.9 8.0 11.8 3 8.0 


























表 2-8 一般会計税収の推移 〈兆円)
~ 所得税 法人税 消費税 その他 税収合計
1988年 18.0 18.4 。 14.4 50.8 
1989 21.4 19.0 3.3 11.3 54.9 
1990 26.0 18.4 4.6 11.1 60.1 
1991 26.7 16.6 5.0 11.5 59.8 
1992 23.2 13.7 5.2 12.3 54.4 
1993 23.7 12.1 5.6 12.7 54.1 
1994 20.4 12.4 5.6 12.6 51.0 
1995 19.5 13.7 5.6 12.8 51.9 
1996 19.0 14.5 6.1 12.6 52.1 
1997 19.2 13.5 9.3 12.0 53.9 
1998 17.0 11.4 10.1 10.9 49.4 
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1 L 0 ~世界労働白書』より作成。
2-11 1993年度社会保障費の対GDP比の国際比較 (%) 
本
1 L 0 ~世界労働白書J より作成(アメリカは1992年の数値)
2 -12 国民医療費の対GDP比の国際比較 (%) 
、¥、---、、 日 本 アメリカ ドイツ スウェー デン フランス イギリス
1993年 4.6 5. 5 6. 6 7 . 2 6.8 5. 6 
1995 6. 9 1 4. 3 9. 5 9. 7 
1996 7 . 2 1 4. 2 10. 4 9. 9 
1997 7. 3 1 4. 0 1 0.4 8. 6 9. 9 











































































































































































































































































表2-13 高等教育の学費負担と公的負担 (%) 
一一一一¥ A B C 一一一一一~ A B C 27 日 本 62.5 0.5 1.5 イ ギ ス 。0.7 
ア メ カ 42.3 1.1 3.3 オ フ ン ダ 。1.2 
アイ/レランド 18.8 デンマーク 。1.4 3.3 
ス J、え イ ン 18.2 0.8 2.2 ド イ 、y 0.9 2.1 
オーストラリア 17.3 1.2 3.9 イ タ ア 0.7 1.4 
フ フ ン ス 9.1 0.9 1.8 スウェーデン 1.5 2.9 
カ ナ ダ 3.8 1.6 4.8 ス イ ス 1.1 3.2 
A=高等教育費総額に占める学費負担の割合， B=高等教育への公費負担の対GDP比，
Cニ高等教育への公財政支出比

























































10"""12月 1.1 98 1 ，. 3月
97 1 ，. 3 2.0 4，. 6 
4，. 6 企2.8 7，. 9 
















































































































































































































































































































































































業界不振1，355件 (13.3%)，その他3，021件 (29.7%)であり， I貸し渋り」倒
産(負債総額1，000万円以上)では，98年上半期402件で集計開始の97年 1月以来


























































~ 従業員数(人) 内部留保額(億円)実数指数 実 額 指数
1992年 3，520，513 100 ~00 ， 498 100 
1993 3，567，338 101 919，797 102 
1994 3，533，519 100 930，183 103 
1995 3，451，680 98 942，792 105 
1996 3，348，087 95 922，299 102 
1997 3，262，342 93 965，536 107 
1998 3，149，194 89 942，530 105 
1999 3，066，034 87 980，18 











2，0881 1， 325 
(人)
合計
9， 6 0 8 
























( 2 )経団連斉藤裕評議員会議長 「わが国の進むべき道を示し，その実現を目指すことこそ
経団連の責務J(経団連データ)。以下，断りのない限り，経団連関係はすべて「経団連デー
タ」による。













( 7 )経済情勢研究会 197年の日本経済をどうみるかJ(~経済~ 1997年2月号42-43頁)
(8) 96年版『防衛白書』および『政治経済総覧~ 1996年版646頁表V-4-3
(9) 1日本経済新聞J(94年7月14日付・同7月13日付・同10月7日付)
(10) 中山徹『ゼネコン危機の先を読む~ 67-69頁，同『地域経済は再生できるか~ 54-61頁




(13) 1経団連くりつぶJNo.37 ( 1996年 7月25日)
(14) 中山徹『地域経済は再生できるか~ 42頁の図2-2参照
(15) 日本総合研究所「原点回帰が求められる橋本行革~行政改革が志向すべき3つのベクト
ル-J (J apan Research R巴view1998年1月号)
(16) 1経団連くりつぶ JNo.83 (1998年7月23日)





































































このうち， 5.2ヶ月分をボーナスとすると， 1ヶ月の月収は約 31万4千円である。ボーナス
時も通常の月給と同率で田舎への仕送り〈地方交付税交付金)や住宅ローンなどの返済
(国債費)として，月々の収支を計算すると以下のようになる"として家計収支を示して
























(41) I特集日本経済 悪循環の構造」第2部「脱出策は予算見直ししかないJ( rエコノミス
トj1997年2月25日号)参照
(42) 1996年6月18日自由民主党行政改革推進本部「橋本行革の基本方向について」






































































検討J( r経団連くりつぶJNo.39・1996年 9月 12日)
(65) 96年10月経団連「健保組合財政は悪化の一途~老人保健制度の改革が不可欠~J ( r経
団連くりつぶJNo.43・1996年10月13日)












































































『行政の不良資産J]， 1特集 問われる公共事業J( r経済J]1997年3月号)など参照
(89)第3部「地域別整備の基本方向」では， 1.北海道地域， 2.東北地域， 3.関東地域， 4.中
部地域， 5.北陸地域， 6.近畿地域， 7.中園地域， 8.四園地域， 9.九州地域， 10.沖縄地
域， 11.豪雪・離島・半島地域，などに対する指針が示されている。
(90) 1五全総」策定で最後まで調整が手間取ったのは， 1むつ小川原開発」と北海道の「苫
小牧東部開発」計画であり，どちらも巨大な赤字を抱え，これまでの「全総」計画失敗の
象徴でもあったからである。しかし，政府は「五全総」において，この2つの巨大プロジェ
クトの根本的見直しもせず， 1開発などの検討を行う」などを条件に縦続の方針を示した。
たとえば「むつ小川原開発」計画は， 97年末の借入金が前年度より98億円増加して 2，278
億円に拡大したように破綻が明らかで、あったが，政府・財界はこの土地の利用を中止しよ
うとはしなかったのである (K15全総とむつ小川原開発J/ r核燃問題情報J]1998年6月
1日号)。
(91)新首都移転にともなう政治的問題については，本論n(1)の② 16大『改革』の手法と
ねらL、」の2，1行政『改革』と省庁再編」の項を参照。また，国会とともに政策立案部門
だけにスリム化して移転することを新方針として採用するに至るまでの主要な議論の経緯
については，社会経済生産性本部「首都機能移転論の経緯」参照
(92)正式名は「金融システム改革のための関係法律の整備等に関する法律」であるが，関係
法24本の「改正」を一括化したものであり， 98年6月5日に成立したのち，一部の「改正」
を除いて周年12月1日に施行された。
(93)帝国データパンク「全国企業倒産集計J(1998年7月14日発表)
(94)自民党惨敗に終わった参院選挙の結果については，五十嵐仁「参議院選挙結果と日本の
政治J( r経済J]98年9月号)参照
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